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理事長

ごあいさつ

　皆さまにおかれましては、益 ご々清栄のこととお慶び申し上げます。平成25年度の事業

概況と決算の内容をご報告申し上げるにあたり、日頃のご支援とご愛顧に感謝し、心より

厚く御礼申し上げます。

　平成25年度の日本経済は、デフレからの脱却と経済の再生を目指すアベノミクスの

推進により、円安・株高の進行、堅調な個人消費、公共投資の増加などから大手企業を

中心に業況の改善が進み、長引くデフレからの脱却と日本経済の景気回復の兆しが

見えてきた年でありました。

　このような環境の中、当金庫は「地域活性化を推進する信用金庫」の基本方針のもと、

“地域への積極的な融資”と“地域社会貢献活動”を通して、地域社会の持続的な発展に

努めてまいりました。具体的には、“お客さまの経営課題”の解決や事業発展に向けた金融

支援、また“個人のお客さまへの生活応援”のための資金支援に全力で取り組んでまいり

ました。さらに地域社会貢献活動においては、「美しい多摩川フォーラム」の事務局として、

この事業の地域づくり運動を支援し、経済、環境、教育文化の3つの観点から各ボランティア

活動に積極的に参加してまいりました。

　平成26年度は、3ヵ年の中期経営計画の最終年度として、当金庫のビジネスモデルである

「お客さまのことをよく知り、お客さまといっしょになって、問題の把握やその解決策を考え、

適切な金融サービスを提供していくこと」を実践し、地域のお客さまに真に必要とされる

信用金庫として地域と共生していきたいと考えております。今後も地域社会の一員として、

創業の精神である“共存同栄”の実現に向け、全役職員が一丸となり積極的に取り組んで

いく所存でございます。

　何卒、倍旧のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶とさせていただきます。

平成26年7月　

沿　　革
【大正】

 11年 3月 6日 有限責任青梅町信用組合設立
初代組合長に平岡久左衛門（先代）就任

【昭和】

 9年 3月 6日 産業組合法の改正により保証責任青梅町信用
組合に改組

14年 1月 2日 二代目組合長に新井亦五郎就任
21年 12月 18日 三代目組合長に平岡久左衛門就任
25年 4月 1日 中小企業等共同組合法に基づく信用組合に

改組
26年 6月 1日 住宅金融公庫の代理業務取り扱い開始
  10月 20日 信用金庫法施行により青梅信用金庫に改組
27年 2月 10日 国民金融公庫の代理業務取り扱い開始
28年 10月 29日 中小企業金融公庫の代理業務取り扱い開始
29年 11月 6日 内国為替の業務取り扱い開始
31年 3月 31日 預金10億円達成
39年 8月 29日 預金100億円達成
42年 6月 15日 日本銀行と当座取引開始
43年 7月 12日 日本銀行歳入代理店の事務取り扱い開始
  8月 26日 預金200億円達成
44年 3月 1日 国債代理店（本店）の取り扱い開始
45年 3月 31日 預金300億円達成
46年 1月 12日 四代目理事長に小澤英助就任
  11月 8日 両替商業務取り扱い開始
  12月 24日 預金400億円達成
47年 3月 7日 創立50周年記念式典挙行
  12月 13日 預金500億円達成
51年 7月 3日 預金1,000億円達成
52年 3月 6日 本店地下金庫室にタイムカプセルを格納封印

（開封、あおしん創立100周年・西暦2022年
3月6日）

  10月 1日 自営オンライン開始
53年 2月 20日 預金全科目のオンライン化完了
  3月 29日 融資金1,000億円達成
54年 2月 13日 内国為替全銀データシステムに加盟
55年 5月 26日 五代目理事長に齋藤文夫就任
56年 2月 9日 本支店、為替オンライン稼動、ATMサービス

開始
  3月 31日 預金2,000億円達成
  4月 20日 他行為替オンライン、信金ネットキャッシュサー

ビス開始
 58年 6月 1日 国債窓口販売業務の取り扱い開始
59年 10月 15日 東京手形交換所に直接加盟
61年 9月 29日 預金3,000億円達成
62年 10月 1日 外国為替取り扱い開始
63年 12月 10日 融資金3,000億円達成
  12月 29日 預金4,000億円達成

【平成】

 元年 5月 26日 初代会長に齋藤文夫就任、六代目理事長に
武末祐吉就任

 2年 12月 31日 預金5,000億円達成
 3年 4月 1日 理念体系を制定
 4年 3月 6日 創立70周年記念式典挙行

あおしん地域文化振興基金助成金の贈呈を開始
  4月 1日 CI導入による新デザインを展開
 7年 5月 29日 あおしん「ファームバンキングサービス」取り扱い開始
 9年 10月 1日 多摩地区5金庫による地震災害時における相互

支払協定を締結
  10月 4日 土・日のATM入金及び現金振込予約の取り扱い開始
  10月 10日 ATMの祝日稼動を開始
 10年 3月 9日 あおしんホームページを開設
  6月 19日 七代目理事長に大杉俊夫就任
  12月 1日 証券投資信託の窓口販売業務が認可され、業務

を開始
 11年 3月 16日 「コンプライアンス・プログラム推進委員会」設置
  4月 26日 「エコ・アップ事業所東京宣言」「彩の国環境

保全を実行する県民運動」に登録
 12年 3月 6日 デビットカードの取り扱い開始
  6月 27日 預金6,000億円達成
  10月 5日 手形・小切手の署名判登録サービスを開始
 13年 1月 4日 ローソンデビットの取り扱い開始
  3月 6日 あおしんの営業エリア内の18社会福祉協議会へ

車椅子を寄贈
  4月 1日 損害保険窓口販売業務取り扱い開始
  11月 1日 M＆A仲介業務取り扱い開始
 14年 2月 1日 確定拠出年金業務取り扱い開始
  10月 1日 個人年金保険取り扱い開始
  11月 19日 東京消防庁より救急救命優良証を受領
 16年 5月 6日 勘定系システムをしんきん共同センターにシステム移行

八代目理事長に森田昇就任
 17年 1月 4日 インターネットバンキングの取り扱いを開始
  8月 31日 「地域密着型金融推進計画」を策定・公表
 19年 7月 21日 「美しい多摩川フォーラム」設立総会開催
  9月 11日 障害者雇用優良事業所として表彰を受ける
 20年 7月 1日 医療保険・がん保険・一時払終身保険の取り扱い開始
 21年 7月 23日 手形交換業務50期連続無事故表彰
 22年 2月 26日 日本計画行政学会計画賞「優秀賞」を受賞
  9月 7日 カードローン「あおしんきゃっする」の販売開始
24年 1月 17日 瑞穂支店むさしの出張所を瑞穂むさしの支店に昇格
  2月 16日 日本フィランソロピー協会の第９回企業フィラン

ソロピー大賞「特別賞」を受賞
  4月 11日 関東財務局「平成23年度地域密着型金融に関

する取り組みへの顕彰」を受賞
  4月 13日 預金7,000億円達成
  6月 20日 全国信用金庫協会「第15回信用金庫社会貢献

賞」会長賞を受賞
25年 2月 18日 でんさいネット業務の受託を開始
  2月 22日 「日本金融通信社・ニッキン賞」を受賞
  4月 22日 インターネットによるしんきん保証基金の各種

ローン受付開始
  10月 15日 動産担保融資（ＡＢＬ）取り扱い開始
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単体（信用金庫法施行規則第132条における規定）

連結（信用金庫法施行規則第133条における規定）

信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づくディスクロージャーの記載事項

1. 金庫の概況及び組織に関する次に掲げる事項
（1） 事業の組織.....................................................................................36
（2） 理事及び監事の氏名及び役職名..................................................36
（3） 事務所の名称及び所在地...................................................... 34、35

2. 金庫の主要な事業の内容 ............................................................28～33

3. 金庫の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの
（1） 直近の事業年度における事業の概況 ..................................21～27
（2） 直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標...........44

①経常収益　②経常利益又は経常損失
③当期純利益又は当期純損失　④出資総額及び出資総口数
⑤純資産額　⑥総資産額　⑦預金積金残高
⑧貸出金残高　⑨有価証券残高　⑩単体自己資本比率
⑪出資に対する配当金　⑫職員数

（3） 直近の2事業年度における事業の状況
①主要な業務の状況を示す指標
　ア. 業務粗利益及び業務粗利益率.............................................44
　イ. 資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支........44
　ウ. 資金運用勘定並びに資金調達勘定の

平均残高、利息、利回り及び資金利ざや...................... 44、45
　エ. 受取利息及び支払利息の増減.............................................45
　オ. 総資産経常利益率 ................................................................44
　カ. 総資産当期純利益率 ............................................................44
②預金に関する指標
　ア. 流動性預金、定期性預金、譲渡性預金

その他の預金の平均残高 .....................................................46
　イ. 固定金利定期預金、変動金利定期預金及び

その他の区分ごとの定期預金の残高...................................46
③貸出金等に関する指標
　ア. 手形貸付、証書貸付、当座貸越及び

割引手形の平均残高.............................................................46
　イ. 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高...........46
　ウ. 担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額..............46
　エ. 使途別の貸出金残高 ............................................................47
　オ. 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合.......47
　カ. 預貸率の期末値及び期中平均値.........................................47
④有価証券に関する指標
　ア. 商品有価証券の種類別の平均残高.....................................48
　イ. 有価証券の種類別の残存期間別の残高..............................48
　ウ. 有価証券の種類別の平均残高.............................................48
　エ. 預証率の期末値及び期中平均値.........................................48

4. 金庫の事業の運営に関する次に掲げる事項
（1） リスク管理の体制................................................................... 18、19
（2） 法令遵守の体制 .............................................................................19
（3） 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況....4～7
（4） 指定紛争解決機関が存在しない場合、当該金庫の銀行法第12条の3

第1項第2号に定める苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 .............31

5. 金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項
（1） 貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は

損失金処理計算書 ................................................................. 38、39
（2） 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

①破綻先債権に該当する貸出金 ...................................................26
②延滞債権に該当する貸出金 .......................................................26
③3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金 ......................................26
④貸出条件緩和債権に該当する貸出金........................................26
　※金融再生法で定められた開示債権........................................27

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
①自己資本の構成に関する開示事項.................................... 60、61
②定性的な開示事項 .............................................................57～59
③定量的な開示事項 .............................................................62～66

（4） 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
①有価証券.............................................................................. 49、50
②金銭の信託..................................................................................50
③信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引
　ア. 市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ

取引のうち有価証券関連デリバティブ取引に該当
するもの以外のもの .........................................該当ありません

　イ. 信用金庫法第53条第3項13号に規定する
金融等デリバティブ取引.................................該当ありません

　ウ. 先物外国為替取引 ................................................................50
　エ. 有価証券関連デリバティブ取引......................該当ありません
　オ. 金融商品取引法第2条第21項第1号に掲げる取引

又は外国金融商品市場における同号に掲げる取引
と類似の取引....................................................該当ありません

（5） 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 ..................................45
（6） 貸出金償却の額 .............................................................................45
（7） 会計監査人の監査を受けている文言............................................43

6. 報酬等....................................................................................................51

1. 金庫及びその子会社等の概況に関する次に掲げる事項
（1） 金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び

組織の構成.....................................................................................52
（2） 金庫の子会社等に関する次に掲げる事項

①名称 .............................................................................................52
②主たる営業所又は事務所の所在地............................................52
③資本金又は出資金 ......................................................................52
④事業の内容..................................................................................52
⑤設立年月日..................................................................................52
⑥金庫が保有する子会社等の議決権の総株主又は総出

資者の議決権に占める割合 .......................................................52
⑦金庫の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該

一の子会社等の議決権の総株主又は総出資者の議決
権に占める割合...........................................................................52

2. 金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの
（1） 直近の事業年度における事業の概況 ...........................................52
（2） 直近の5連結会計年度（連結財務諸表の作成に係る期間をいう。以下

同じ。）における主要な事業の状況を示す指標として次に掲げる事項
①経常収益......................................................................................53
②経常利益又は経常損失 ..............................................................53
③当期純利益又は当期純損失.......................................................53
④純資産額......................................................................................53
⑤総資産額......................................................................................53
⑥連結自己資本比率......................................................................53

3. 金庫及びその子会社等の直近の2連結会計年度における財産の
状況に関する次に掲げる事項

（1） 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書.... 52、53
（2） 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

①破綻先債権に該当する貸出金 ...................................................53
②延滞債権に該当する貸出金 .......................................................53
③3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金 ......................................53
④貸出条件緩和債権に該当する貸出金........................................53

（3） 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
①自己資本の構成に関する開示事項.................................... 67、68
②定性的な開示事項 .............................................................57～59
③定量的な開示事項 .............................................................69～71

（4） 金庫及びその子法人等が2以上の異なる種類の事業を営
んでいる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分
に属する経常収益の額、経常利益又は経常損失の額及び
資産の額として算出したもの.........................................................53

4. 報酬等....................................................................................................51
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